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17 運輸関係 

ア 自動車交通等 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

①自動車保有

関係手続 

（警察庁、総務

省、財務省、経

済産業省、国土

交通省、環境

省） 

平成17年に稼動を開始した自動車保有に関する

手続（検査･登録、保管場所証明、自動車関係諸

税等の納付等）のワンストップサービス化につい

て、対象地域を拡大する。 

また、現在サービス対象外の手続については、

50％以上の利用見込みが確認できたものについ

て、順次サービスを開始する。 

計画・運

輸ア① 

逐次実施 

②タクシー事

業の運賃・料

金規制 

（国土交通省） 

遠距離運賃の大幅弾力化や特定ゾーンでの定額

運賃化が真に機能するよう運用する。また、自動

認可運賃（速やかに認可するものとして公示した

運賃）の下限を下回る運賃設定に係る認可の際の

個別審査に当たっては、いわゆる「追い越し」の

禁止と「不当な競争」や「差別的取扱い」のみを

審査することとし、認可制の下にあっても規制は

上限規制に限られるという点を厳守する。 

計画・運

輸ア④ａ

適宜実施 

③タクシーの

駅構内への

入構 

（国土交通省） 

いわゆる駅構内については、その管理形態や利

用形態も様々であり、その運用次第では利用者の

円滑な乗り継ぎに支障を与えるおそれがあるほ

か、交通事業の新規参入に際しての実質的な障壁

ともなるおそれがある。また、一方で、近年では、

特に大都市圏の駅において客待ちタクシーの列

が渋滞等を引き起こす例も生じている。このた

め、公共交通機関相互の乗り継ぎの円滑化という

観点や交通事業における新規参入に当たっての

実質的な障壁の解消という観点から、駅構内の管

理・利用形態について実態調査を行い、上述した

諸点を解消するための具体的措置について結論

を得る。 

計画・運

輸ア⑥ 

結論 

 

  

④タクシーの

ニューサー

ビスに関す

る規制の弾

力化 

タクシーについては、従前より規制緩和は進め

られているところであるが、福祉タクシーのよう

なビジネスを行う場合については、輸送対象を限

定する等のことにより、通常のタクシー事業に係

る規制を一部弾力化し、新たなビジネスチャンス

計画・運

輸ア⑦ 

適宜検討 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

（国土交通省） に繋がっているところである。今後も、福祉・介

護関係等に関する需要が見込まれる中で、こうし

た新たなサービスに機動的に対応することが、消

費者の利便の向上や新しいビジネスチャンスの

創造につながる。 

このため、今後もこうした需要が生じた際に、

新たな事業が機動的に行えるようにする環境整

備として、事故の発生状況等、安全確保の観点に

も配慮しつつ、必要に対応して、規制の弾力的な

運用を図る方向で検討する。 

⑤自動車検査

制度の見直

し 

（国土交通省) 

平成16年３月に閣議決定された「規制改革・民

間開放推進３か年計画」に基づき、今後の望まし

い自動車の検査・点検整備制度の在り方について

検査対象車種全般に亘り総合的に検討を行った

結果、小型二輪車の自動車検査証の有効期間につ

いては、初回２年を３年に延長が可能、また、二

輪車の定期点検については６月点検を廃止する

ことが可能であるとの結論を得た。よって、この

結論に従い、速やかに所要の措置を講ずる。 

（第164回国会に関係法案提出） 

計画・運

輸ア⑭ 

措 置済

（平成

19 年 ４

月１日

施行） 

 

  

⑥軌道上の特

別高圧送電

線の施設規

制の緩和 

（国土交通省） 

軌道上を交差する特別高圧送電線について、軌

道の外側から３メートルの範囲内にある部分の

長さが100メートル以下となるよう施設しなけれ

ばならないとされている規定について、性能規定

化の検討を早急に進める。 

計画・運

輸ア⑰ 

検討 

⑦運転免許制

度における

貨物自動車

の「大型」と

「普通」の区

分の見直し 

（警察庁） 

車両総重量11トン以上を「大型」とし、新たに

５トンから11トンを対象とする「中間的運転免

許」を創設するための法案を今国会に提出し、公

布後３年以内に措置する。本規制の見直しに当た

っては、交通の安全の確保と併せ、利用者の利便

について十分に配慮する。 

【「道路交通法の一部を改正する法律」平成16年

法律第90号】 

計画・運

輸ア⑱ 

措置済 

（平成

19年６

月２日

施行） 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

⑧自動車登録

事項等の請

求・交付の電

子化等 

（国土交通省） 

自動車の登録情報の提供については、十分な個

人情報保護対策を講じつつ、現在行っている書面

（登録事項等証明書）の交付に加え、電子閲覧等

の電子的な提供を図るための制度を創設する。 

【「道路運送法等の一部を改正する法律」平成18

年法律第40号】 

計画・運

輸ア24 

措置(公

布後1年

６月以

内に施

行) 

  

⑨駆動軸重の

軸重規制緩

和 

（国土交通省） 

フル積載対応海上コンテナをけん引するエアサ

スペンション装着トラクタと同様に、他のトラク

タについても11.5ｔまでの駆動軸重を許可対象

とすることについて、技術的検討を行い、対象と

なる車両の構造又は積載する貨物が特殊であっ

てやむを得ないと認められるか否かも含め、緩和

の可能性について検討したところであるが、更な

る技術的課題が存在するとの結論に至ったとこ

ろである。この結論を受け、要望主体において、

車両ごとの技術的課題について調査・分析を行う

こととしており、その方向性が明らかになった段

階で、「緩和の実施」について、必要に応じて検

討する。 

計画・運

輸ア32 

必要に応じて検討 

⑩救急現場へ

の医師派遣

用乗用車の

緊急自動車

としての指

定追加 

（警察庁） 

現在、緊急自動車の指定対象となっていない救

急医療のために出動する医師派遣用乗用車を、緊

急自動車の指定対象とするため、道路交通の安全

と円滑の観点を踏まえつつ、具体的な要件につい

て関係省庁と更なる検討を進め、その結果に基づ

き、所要の措置を講ずる。  

別表４－

104 

検討・結

論・措置 
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イ 航空 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ 国内航空事業分野では、新規参入者の開設し

た路線に係るその割安な料金を標的にして、競

合する路線・時間帯の特定便に係る料金値下げ

が既存航空事業者によって行われ、公正な競争

が阻害されているのではないかとの指摘があ

るが、独占禁止法（昭和22年法律第54号）違反

行為への厳正な対応等、適切な対応を図る。 

計画・運

輸ウ②ａ

逐次実施 ①国内航空事

業における

新規参入に

係る対応 

（公正取引委

員会） 

（国土交通省） 

ｂ また、事業運営上不可欠な搭乗受付カウンタ

ー、旅客搭乗橋等の空港施設についても、既存

事業者が使用しているスペースを新規参入者

が公平に使用できるよう、新規参入者の要望を

踏まえ、既存事業者に協力を要請する。 

計画・運

輸ウ②ｂ

逐次実施 

②カテゴリー

Ⅲ航行の許

可基準の見

直し 

（国土交通省） 

悪天候時に計器着陸装置を利用して飛行場に

進入し着陸を行うカテゴリーⅢ航行の許可に際

して必要となる実運航試験の回数について、一定

の要件を充足する場合に運航回数の軽減を認め

る例外条項を設ける方向で検討を行い、所要の措

置を講じる。 

別 表 ２

-14 

 

検討・結

論・措置 

 

  

③航空自由化

交渉の推進 

（国土交通省） 

アジア・ゲートウェイ構想における「これまで

の航空政策を大転換し、アメリカ流のいわゆるオ

ープンスカイではない、国際的に遜色のない航空

自由化（アジア・オープンスカイ）を、スピード

感を持って戦略的に推進する。」、「まず、中国を

はじめとするアジアの各国との自由化交渉を推

進する。（アジアを優先）」という方針を踏まえ、

着実な施策の推進を図る。 

重点・運

輸②ア 

平成19年以降継続的に実施 

④関西空港及

び中部空港

のオープン

かつ戦略的

な形でのフ

ル活用 

（国土交通省） 

アジア・ゲートウェイ構想における「関西空港

及び中部空港は、我が国を代表する国際拠点空港

として、ふさわしい路線の開設や増便が実現でき

るよう、アジア各国との間で互いに、旅客分野、

貨物分野の双方について、事業会社、乗入地点、

便数の制約をなくす「航空自由化」を二国間交渉

により推進する。併せて、国内空港とのネットワ

ークの充実や機能分担等により、国際競争力の強

化のための施策を推進する。」という方針を踏ま

重点・運

輸②イ 

平成19年以降継続的に実施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

え、着実な施策の推進を図る。 

⑤地方空港に

おける国際

定期便等の

就航促進 

（国土交通省） 

アジア・ゲートウェイ構想における「地方空港

についても、観光振興等を推進するため、既に始

まっている自由化交渉を加速化するとともに、交

渉妥結前でも、路線開設や増便等を暫定的に認め

る。安全の確認、ＣＩＱ、自衛隊等との調整を除

き、実質的には届出化を図る。併せて、定期便の

前段階である国際旅客チャーター便を積極的に

推進する。」という方針を踏まえ、着実な施策の

推進を図る。 

 

 

重点・運

輸②ウ 

平成19年以降継続的に実施 

⑥国際航空運

賃の自由化 

（国土交通省） 

国際航空運賃について、ＬＣＣ（Low Cost 

Carrier）の参入をより容易にし、利用者利便の

向上と航空会社の競争を促進する観点から、ＩＡ

ＴＡ割引運賃の７割引の水準に設定されている

下限規制を見直し、原則として自動認可とする。

 

 

重点・運

輸②エ 

検討・結

論 

  

⑦羽田空港の

積極的活用 

（国土交通省） 

ａ 再拡張前の羽田空港の国際化の推進を図る

観点から、アジア・ゲートウェイ構想における

「首都圏で唯一、深夜早朝利用可能な羽田空港

において、欧米便を含む国際チャーター便を積

極的に推進するとともに、新たに特定時間帯に

ついても、国際チャーター便実現のための協議

を開始する。併せて、深夜早朝のアクセスの改

善等、24 時間フル活用に向けての可能な限り

の施策を推進する。加えて、昼間の発着枠につ

いても拡大等を図り、上海虹橋とのチャーター

便、北京オリンピック期間中の国際臨時チャー

ター便等を実現する。併せて、暫定国際線ター

ミナルの拡張、ＣＩＱ体制の強化、羽田－関空

－海外の路線展開と乗り継ぎ便の改善を推進

する。」という方針を踏まえ、着実な施策の推

進を図る。 

 

重点・運

輸 ③ ア

(ア) 

平成19年以降段階的に実施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

 ｂ 羽田空港における航空需要の増大に対応す

るため、第４滑走路の供用開始前後を問わず、

高速離脱誘導路の整備による航空機の滑走路

占有時間短縮等を通じた発着枠拡大に向けた

措置を早急に講ずる。 

重点・運

輸 ③ ア

(イ) 

平成19年

検討 

  

 ｃ 再拡張後の羽田空港の国際化の推進の観点

から、アジア・ゲートウェイ構想における「ま

た、2010 年に、再拡張事業等により、国際化

に積極的に対応する。増大する成田空港（年２

万回増加）・羽田空港（年３万回増加）の発着

枠については、両空港のアクセス改善等を図り

つつ、国内輸送と国際輸送を円滑に繋げ、戦略

的・一体的に活用し、国際ネットワークを拡充

する。」、「羽田空港については、昼間は、供用

開始時に国際旅客定期便を３万回就航させる。

路線については、これまでの距離の基準だけで

なく、需要や路線の重要性も判断し、羽田にふ

さわしい路線を、近いところから検討し、今後

の航空交渉で確定する。併せて、深夜・早朝に

ついても、騒音問題等に配慮しつつ、貨物便も

含めた国際定期便の就航（欧米便も可能）を推

進する。」という方針を踏まえ、着実な施策の

推進を図る。 

重点・運

輸 ③ ア

(ウ) 

平成19年以降検討、一部平成

22年以降も引き続き検討 

 ｄ 国際航空貨物にかかわる施設を中心に、現行

貨物の積卸し、蔵置及び検査に関する施設の充

実を図る。 

重点・運

輸 ③ ア

(エ) 

平成19年以降検討・結論 

 ｅ 可能な限り早期に第４滑走路を供用した際

の競争促進の為の発着枠の配分に関するルー

ルの策定に着手する。その際、ルールについて

は定量的で誰にも分かりやすいものとすると

ともに、事業者が経営計画等を策定する際の指

針となるよう当該ルールは将来の配分に当た

って普遍的に適用できるものとなるようにす

る。また、新規参入者の定義と扱いについて見

直し、有効競争の促進を図る。 

計画・運

輸ウ③ 

調査・検討 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

 ｆ 第４滑走路供用開始に際しての発着枠配分

についての検討を引き続き行った上で、外部有

識者等を含めた具体的な検討の場を、平成 20
年中に立ち上げる。 

重点・運

輸 ③ ア

(オ) 

 措置  

⑧成田空港の

発着枠の有

効活用 

（国土交通省） 

成田空港については、前年同期における利用率

が 80％未満であった発着枠について航空会社か

ら回収して再配分するルール（「use it or lose 

it」ルール）を厳格に適用する等、発着枠の有効

活用を引き続き行う。 

重点・運

輸③イ 

平成19年以降継続的に実施 

⑨首都圏空港

の容量拡大 

（国土交通省） 

アジア・ゲートウェイ構想における「首都圏空

港（成田空港・羽田空港）の容量拡大に向けて、

可能な限りの施策を検討する。」という方針を踏

まえ、検討する。 

重点・運

輸③ウ 

平成19年以降検討 

⑩混雑料金な

どの検討 

（国土交通省） 

空港の使用料については、混雑料金制度など、

需要等に対応した弾力的な料金設定について検

討する。 

重点・運

輸③エ 

平成19年以降検討・結論 

⑪成田、関西、

中部空港の

完全民営化 

（国土交通省） 

空港会社の経営自由度の向上と自主性・創意工

夫等の発揮の観点から国の関与を必要最小限に

し、なるべく自由な料金設定や資本構成を確保す

ることが必要である。一方、国際拠点空港の公共

的な役割や、独占性・代替不可能性といった事業

特性から、全てを自由に委ねることについては課

題や懸念がある。これらの点に対応するため、料

金規制、外資規制、経営体制等のあり方について

検討し、完全民営化が所期の効果を発揮できるよ

うにするための措置を講じた上で、成田、関西、

中部各空港の完全民営化を達成する。 

重点・運

輸④ア 

平成19年以降検討 

⑫空港整備特

別会計の見

直し等によ

る 空 港 整

備・運営の透

明性・効率性

の向上 

（国土交通省） 

空港整備特別会計については、簡素で効率的な

政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律（平成18年法律第47号）において、「空港

整備特別会計において経理されている事務及び

事業については、将来において、独立行政法人そ

の他の国以外の者に行わせることについて検討

するものとする。」とされている方針にしたがっ

て、その他の空港についても空港整備特別会計に

おいて経理される事務及び事業の見直しを図る。

重点・運

輸④イ 

平成19年以降検討 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ 機材、従業員について、ＦＡＡ（米国連邦航

空局）等との相互認証を行い、それにより安全

性が担保される範囲で我が国における審査を

省略し、外国資源の活用が容易になるよう措置

する。 

平成19年以降検討 ⑬航空会社の

競争力向上

のための環

境整備 

（国土交通省） 

ｂ 他の航空会社の従業員の活用を容易にする

ため、運航の安全確保を前提としつつ、現行の

運客一体化条件（客室乗務員の責任者と運航乗

務員が同一会社でなければならないとする規

則）に代わりうる、機長の指揮命令の実効性の

担保手段を検討する。 

平成19年以降検討 

（法務省） ｃ 従業員の在留資格の運用の明確化について、

検討する。 

重点・運

輸⑤ 

平成19年

検討・結

論 
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ウ 港湾・輸出入通関手続 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ 国際コンテナターミナルとして期待される

主要港については、税関に限らず、動植物検疫

などＣＩＱ（税関、入国管理、検疫）業務を始

めとする行政官署を港湾利用者の要請によら

ず、自ら行政需要に応じて、24時間365日に向

けた対応を実現する。 

措置 

 

  ①主要港湾の

24時間フル

オープン化

の推進 

（財務省、厚生

労働省、農林水 

産省、法務省、

国土交通省、経

済産業省） 

ｂ フルオープン化に向けた人員増、体制整備を

図るとともに、業務全般の効率的執行を図るた

め、現在は行政官署の行っている業務のうち可

能なものについては順次民間委託を推進する。

計画・運

輸イ⑧ 

逐次実施 

②ねずみ族駆

除施行（免 

除）証明書の

有効期間の

延長 

（厚生労働省） 

 各国政府機関により国際保健規則に準じて延

長を認められたねずみ族駆除施行（免除）証明書

に関し、検疫法第21条に基づき検疫港以外に入港

する船舶及び検疫を実施した際にねずみ族の駆

除が十分に行われていないと認めた船舶におけ

る取扱いについては、平成17年度に予定されてい

る国際保健規則の改正に合わせ、同規則に準ずる

よう検討を行う。 

計画・運

輸イ⑯ｂ

国際保健

規則の発

効（平成

19 年 ６

月）まで

に検討・

結論 

  

③「次世代シン

グルウィン

ドウ」におけ

る業務プロ

セス改善（Ｂ

ＰＲ）の徹底 

（財務省、関係

府省） 

平成20年10月から稼働予定の「次世代シング

ルウィンドウ」（府省共通ポータル）について、

「輸出入及び港湾・空港手続関係業務の業務・シ

ステム最適化計画」（H17.12.28 各府省情報化統

括責任者（ＣＩＯ）連絡会議）として決定された

事項の検討を加速し、業務プロセス改善の徹底を

図る。 

重点・国

際（１）

①ア 

〔計画・

運 輸 イ

⑦、⑨〕

継続実施 

④「次世代シン

グルウィン

ドウ」の在り

方に関する

継続的な見

直し 

（財務省、関係

府省） 

「次世代シングルウィンドウ」の在り方につい

て、平成20年10月以降も利用者の立場に立って

継続的な見直しを行い、「中核となる基幹システ

ム」の在り方や構築方法について検討を行うこと

を確保するため、官民合同で検討を行う場を設け

る。あわせて、民間のシステムとの相互のデータ

の受け渡しが行えるよう、システムのオープン化

を進める。 

 

重点・国

際（１）

①イ 

〔計画・

運 輸 イ

⑦、⑨〕

平成19年度の早期に検討の場

を設置、以降継続実施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

⑤港湾手続の

統一化・簡素

化及び「次世

代シングル

ウィンドウ」

での一元化 

（国土交通省） 

 

 

ａ 主要港や地方港によって異なった港湾関連

手続の申請書式の統一化・簡素化を進め、「次

世代シングルウィンドウ」への機能追加を図

る。そのためのステップとして、各港共通の手

続で、入力情報の利活用の効果が高い手続の申

請書式の統一モデル様式を、簡素を原則に国が

作成した上で各港湾管理者へ通知し、その採用

を要請する。 

重点・国

際（１）

①ウ 

〔計画・

運 輸 イ

⑦、⑨〕

措置   

 ｂ 各港湾の申請書式の統一化・簡素化及び「次

世代シングルウィンドウ」での一元化の推進 

ア 各港湾管理者が、統一申請項目窓口を「次

世代シングルウィンドウ」に一元化するよう

国として推進する。なお、推進に際しては、

「次世代シングルウィンドウ」稼働から１年

程度で一定の成果が得られるような早期実

現の工夫を検討する。 

 

 イ 各港湾管理者の独自の手続については、ス

ケジュールを定め、必要な様式の統一を図っ

た上で、「次世代シングルウィンドウ」に着

実に追加していく。 

 

ウ 各港湾で固有・特有にならざるを得ない種

類の申請については、操作が手間にならない

ようなシステム間の連携を図る。 

 

エ 事後届出や報告等となり必要性が後退し

ている（使用頻度が低い）申請項目は統合・

撤廃等を行い、港湾関連手続の簡素化を実現

する。 

 

 

オ 各港湾の申請書式の統一化や所要のシス

テム改修等の状況を定期的に調査・公表す

る。 

 

重点・国

際（１）

①エ 

〔計画・

運 輸 イ

⑦、⑨〕

平成20年10月の「次世代シン

グルウィンドウ」稼働後でき

るだけ早期に措置 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

ａ アセアン・シングルウィンドウが完成すると

されている 2012 年に、日本のシングルウィン

ドウとアセアン・シングルウィンドウが相互に

接続された状態となるよう、その実現に向けて

交渉を開始する。 

⑥「次世代シン

グルウィン

ドウ」の国際

的なシステ

ム連携の推

進 

（財務省、関係

府省） 

ｂ また、米国、ＥＵ、中国等、アセアン以外の

国々とのシステム連携にも取り組む。 

重点・国

際（１）

①オ 

 

継続実施 

 

⑦NACCSの業務

範囲、利用料

金、運営形態

等の検討 

（財務省、関係

府省） 

NACCSと港湾EDIの一本化を視野に、その具体

策とこれを運用する NACCS センターの運営形態

について検討し、結論を得る。また、関連して、

NACCS の業務範囲、利用料金等について、NACCS

利用者の代表者が広く参加できるオープンな場

において検討する。 

重点・国

際（１）

①カ 

 

平成19年

早期に検

討の場を

設置、19

年中に結

論 

  

⑧輸出におけ

るいわゆる

「保税搬入

原則」の意

義、効果等の

再検証等 

（財務省） 

輸出におけるいわゆる保税搬入原則について、

その意義、効果等を再検証し、そのメリット、デ

メリット等を整理した上で、「保税搬入原則」を

はじめとする今後の現行保税・通関制度全体の改

革の方向性とスケジュールを具体的に示す。 

重点・国

際（１）

②ア 

 

 

結論   

⑨コンプライ

アンス制度

の調和と見

直し 

（財務省、経済

産業省、国土交

通省） 

 

関税法に基づく輸出・輸入・保税の法令遵守規

則及び関税法以外の輸出管理社内規定その他の

法令遵守規則について、不必要な審査を排除し、

事業者負担の軽減と物流効率化に向けて継続的

な見直しを行う。なお、その際、関税法における

包括事前審査制度を含め、既存の承認事業者につ

いては、改正後の制度に円滑に移行できるよう配

慮する。 

重点・国

際（１）

②イ 

 

 

 

継続実施 

⑩コンプライ

アンス優良

事業者に対

する優遇制

度の拡充 

（財務省） 

 

特定輸出申告制度、簡易申告制度等について、

制度利用者の一層の拡大を目指す。 

ａ そのため、制度見直し後の利用状況を定期的

に公表し、制度の利便性向上と事業者のコンプ

ライアンスの充実に向けて、事業者の意見も踏

まえ、制度の対象となる事業者の範囲を含め、

必要な制度の見直しを継続的に行う。 

重点・国

際（１）

②ウ 

 

継続実施 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

 ｂ 特定輸出申告制度については、その利用状況

が極めて低いまま推移することのないよう、民

間への周知徹底を図り、当該制度を利用可能な

事業者による輸出額の割合を平成 20 年末に５

割超まで高めていくことを官民の目標とし、取

り組む。 

  

ａ 貨物セキュリティ管理と物流効率化の両立

に関する世界の動向に関し、実態把握のための

調査を早急に行う。 

⑪相互認証を

視野に入れ

た国際連携

のための環

境整備 

（財務省、経済

産業省、国土交

通省） 

ｂ これら調査結果や政府間対話の進捗等も踏

まえ、貨物セキュリティ管理の国際的な相互認

証を行い易いよう、ＷＣＯにおけるガイドライ

ンなどとの国際的な整合性を確保した我が国

のコンプライアンス制度の充実、貨物セキュリ

ティの確保等を官民で検討する。 

重点・国

際（１）

②エ 

 

継続実施 

⑫原産地証明

発給手続の

実態調査 

（経済産業省） 

 

利用者からの意見も十分に踏まえつつ、使い勝

手の良い制度・運用に向けて、現行の原産地証明

書発行の大半を占める商工会議所の活動実態に

ついて、その利用者を中心に改善要望について広

く調査を行い、実態の把握に努める。 

重点・国

際（１）

③ア 

平成19年

早期に措

置 

  

ａ 真に「使い勝ってのよい」制度とするため、

例えば、原産地証明書の発給主体の多様化、発

行手数料の軽減、発給処理期間の短縮、電子化

など、その在り方を継続的に見直す。 

⑬経済連携協

定(EPA)に基

づく原産地

規則・原産地

証明発給制

度の在り方

の見直し 

（外務省、財務

省、経済産業

省、農林水産

省） 

ｂ 特定原産地規則の統一化・簡素化やコンプラ

イアンスに優れた事業者を対象とする自己証

明制度の導入については、経済連携協定相手国

との交渉を経て決まる合意事項であるところ、

他の事項とのバランス等を考慮しつつ交渉の

中で決めるべきものであるが、これらについて

の検討も積極的に進める。 

重点・国

際（１）

③イ 

継続実施 
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エ その他 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

前計画等との

関係 平成19年度 平成20年度 平成21年度

①内航海運暫

定措置事業 

（国土交通省） 

内航海運暫定措置事業については、できるだけ

早期に終了するよう努めるべく、毎年度ごとの暫

定措置事業の資金管理計画を明確にさせ、これを

公表させるとともに、国としても着実な債務の償

還が図られ、本件業務に係る政府保証額が前年度

以下となるように監督する。 

重点・運

輸① 

逐次実施 

 


